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１．バイオマスエネルギーの意義

 ＣＯ２を排出しない
エネルギー源

(カーボン･ニュートラル)
電力

熱

工場

公共施設

農業施設

ＦＩＴ売電

PPS売電

自家消費

木質系

産業廃棄物

一般廃棄物

下水汚泥

畜糞

(林地残材 0%)
(建築廃材 92%)

(可燃物 80%)

(汚泥 77%)

(家畜 90%)

(食品残渣 27%)

バイオマス種

※( )内は2010年の利用率

 熱と電力の両方を供給
(コージェネレーション)

 今後、林地残材、食品残
渣物の利用拡大が課題

 農業等の地域産業への
エネルギー供給



4

２．バイオマス利用発電の課題

石炭火力発電 ４１ ％

大型廃棄物発電 １６～２０ ％

小型木質バイオマス発電 １２～２０ ％

木質バイオマス発電 太陽光発電

変動費

固
定
費

燃料費

運転費

設備費

68%11%

21%
運転費

設備費
72%

28%

固定費

＜ 発電コストの内訳 ＞

＜ 発電効率の比較 ＞

 燃料（特に、林地残材）

の収集体制が未確立。

 発電コストの約7割が変

動費を占め、固定費中

心の太陽光、風力に比

べて投資リスクが大。

 小規模バイオマス発電の

効率は低く、熱供給との

組合せによる経済性向上

が必要。
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３．日本の成功事例（山形県最上町）

・園芸ハウス
・福祉センター
・健康センター
・老人保健施設
・老人集合住宅
・最上病院

＋
・特別養護

老人ホーム

河川敷での自然乾燥

冬季用の貯蔵庫

チップ化

燃料化
(チップ化)工場

間伐材集積場
山林の所有者を特定し、所有権と利用権の分
離の合意を形成。長期的な間伐計画を作成

ボイラ

550 kWth
700 kWth

＋
900 kWth

間伐材収集システムの構築

ウエルネスプラザ

間伐の機械化

乾燥方法の工夫

熱需要先の集約

ＩＴ活用の間伐計画

 山林の所有権と利用権

を分離し、集約化の合意

形成により効率的な間伐

材取集システムを構築。

 自然乾燥を活用して低

コストでチップ乾燥化。

 町主導で熱需要の集約を

図り経済的な熱利用シス

テムを構築。
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４．日本の成功事例（岡山県真庭市）

第二集
積基地

大規模製材所

1,950 kWe

熱

温水プール

農業施設

平成27年4月 運開
(ＦＩＴ)

地域の森林資源

バイオマス発電所
(1万kWe)

本業に貢献

観光資源化（バイオマスツアー）

ペレット

燃料収集の工夫

バイオマス集積基地(チップ化)

第一集積基地

第二集積基地

平成26年10月 オープン

バイオマス発電

熱需要の創出

市庁舎

 民間主導で、間伐材等の

収集システムを確立。現金

買取により売り手を拡大。

 市は、温水プール、市庁舎

などで熱需要を創出。

 観光資源化(バイオマスツアー)

により地域活性化に貢献。

(平成25年度 2,914名)
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５．海外の成功事例(ドイツ/ヴンジーデル ペレット工場)

※ＯＲＣ： Organic Rankine Cycle の 略、バイオマスボイラとの組合せで、温水と電力を供給するシステム

バイオマス
ボイラ

ペレット生産規模
34,000 t/年

ORC熱電併給
システム

ＦＩＴ売電
760 kWe

ペレット
乾燥工程

間伐材

本業のペレット工場

熱供給
3,000 kWth

ペレット乾燥機

 ペレット製造には向かない間伐材をバイオマスボイラ

燃料に活用。

 ＯＲＣ熱電併給システムの導入による熱電併給で、

ペレット乾燥用の熱供給と売電収入で二重のメリット。
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６．ＮＥＤＯ 地域自立システム化実証事業

(1) 技術指針、導入要件の策定
・ 国内外の成功事例や失敗事例をヒアリング調査し、(木質系、

湿潤系、都市型系、混合系等)の4種類のバイオマス種ごとに
技術指針および導入要件からなるガイドラインを策定。

(2) 地域自立システム化実証事業
・ 策定したガイドラインに則って、新たにバイオマスエネルギーの

導入を行う事業者に対して２／３を助成。(H26年度 6件採択)

(3) 地域自立システム化技術開発
・ 地域のバイオマス利用を促進する技術開発を行う。

【事業総額】 １０７．５億円(内NEDO負担分 ７２．５億円)/【事業期間】 平成26～32年度

地域がバイオマスのエネルギーを自立して利用できるように技術と
経済性に係るガイドラインを策定。それに基づいて地域の取り組み
を支援。

事業の内容

事業の目的
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７．まとめ

(1) バイオマスエネルギー原料の安定確保から廃棄物

処理まで円滑に実施できる体制の整備が必要。

特に、原料収集体制の確立、熱需要の確保が鍵で

ある。

(2) ＮＥＤＯでは、国内外の取り組み事例を調査し、バイオ

マスエネルギー活用のシステム構成、規模要件などの

取り組むべき工夫及びノウハウをガイドラインに纏める。

(3) 今後、ガイドラインを策定し順次公開していくととも

に、バイオマスエネルギー利用を図ろうとする事業者

を支援していく。


